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特定非営利活動法人日本コーディネー ト研究開発機構定款

第1章   総 則

銘

"
第 1条 この法人は、特定非営月括動法人日本コーディネート研究開発機構という。

e喘所のi売饂0

第2ヽ  この法人は、主たる事務所を東京都千代田区に置く。
2 この法人は、従たる事務所を福島県郡山市八山田三丁目8-2L‐CUB人山田内に置く。

(目 的)

第B条| この法人は、現在の健康・医療・福祉を主とする生活環境の中でそれらのサービス需要者預11と提供者

側とが意識面および実態面で相互に有機的に機能できるよう、真のニーズを汲み上げそれをサービス

提供者にフィードバックする為の各種の事業を行うことにより、生活者一人一人が生きがいを見いだ

し、互いに学びあいながら、より住みやすし平土会づくりに寄与することを目的とする。

幅動
`坤
騨同|

第4条 この法人は、第3条の目的を達成するために、次に掲げる種類の特定非営利活動を行う。
(1)保健、医療又は福祉の増進を図る活動

(2)社会教育の推進を図る活動

(3)ま ちづくりの推進を図る活動

(4)文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動

(5)男女共同参画社会の形成の促進を図る活動

(6)以上の活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援助の活動

●業の鶴D

第5条 この法人は、第3条の目的を達成するために、特定非営利活動に係る事業として、次の事業を行う。
(1)家事援助サービス、介護介助サービス提供事業および司事業を行う事業者に対する運営指

導事業

(2)食事サービスに関する事業

(3)通所介護サービス提供事業、および司事業を行う事業者に対する運営指導、設立指導事業

(4)グループホームの運営、および同事業を行う事業者に対する運営指導、設立指導事業

(5)高齢者共同住宅の運営、および同事業を行う事業者に対する運営指導、設立指導事業

(6)保健・医療・福祉サービスの利用者意識調査およ帆静賭への報告会を開催する事業

(7)福祉レクリエーション活動を主催する事業

(8)ITを利用して健康・医療・福祉サービス情報を利用者に提供する事業



(9)訪問入浴サービスの運営および同事業を行う事業者に対する運営指導事業

(10)保健・医療・福祉事業者に対するサービス評価事業

(11)保健・医療・福祉サービスおよび施設を利用者に紹介する事業

(12)ホームヘルパーおよび介護サービス提供従事者を教育育成する事業

(13)生涯スポーツの普及のために市民意識を向上させる啓蒙活動を行う事業

(14)保健・医療・福祉の増進を目的とした講演会を主とする啓蒙活動を行う事業

(15)介護側資サービス利用者に対する、サービスの直I醸二をチェックする事業

(10会報を発行する事業

(1つ その他本会の目的を達成するために必要な事業

第2章   会 員

G重 月:D

第6条 この法人の会員は、次の二種とし、正会員をもって特定非営利活動促進法 (以下法という。)上の社

員とする。

(1)正会員

この法人の目的に賛同して入会し、この法人の活動を推進する個人・団体で、総会における議決権

を有するもの。

(2)賛助会員

この法人の目的に賛同して入会し、この法人の事業を賛助・後援する個人・団体で、総会におけ

る議決権を有しないもの。

伏 萄

第7条 正会員の入会については、特に条件は付さない。

2 正会員として入会しようとするものは、理事長が別に定める入会申込書により、理事長に申し込むも

のとする。理事長は、正当な理由が無い限り、そのものの入会を認めなければならない。

3 理事長は、第2項のものの入会を認めないときは、速やかに、理由を付した書面をもって、本人にそ

の旨を通知しなければならない。

4 賛助会員になろうとするものは、入会申込書により、理事長に申し込むものとする。

CD

第8条‐会員は、総会において定めるところにより、会費を納入しなけれずならない。

(会員の資格の喪知

第9条 会員が次の各号の一に該当する場合には、その資格を喪失する。

(1)退会届の提出をしたとき。

９

“



(2)本人が死亡し、若しくは失そう宣告を受け、又は会員である団体が消滅したとき。

(3)継続して 2年以上会費を滞納したとき。

(4)除名されたとき。

∝ 萄

第10条 会員は、理事長力湯|」に定める退会届を理事長に提出して、任意に退会することができる。

“

t名 )

第11条 会員が次の各号の一に該当する場合には、総会において3分の2以上の議決に基づき、これを除名

することができる。

(1)この定款等に違反したとき。

(2)この法人の名誉を傷うけ、又は目的に反する行為をしたとき。

2 前項の規定により会員を除名しようとする場合は、議決の前に当該会員に弁明の機会を与えなけ

ればならない。

∞出金品の不因0

第12条 既に納入した会費及びその他の拠出金品は、返還しなし、

第3章   役  員

籠聯政|び定ω

第 13条 本会に、次の役員を置く。

理事  3人以上25人まで

監事  1人以上2人まで

2 :理事のうち、 1人を理事長とし、2名以内の目1躍:事長をおくものとする。

3 本会に会長 1名を置くことができる。

α雖摯詢

第 14条 理事・監事および会長は、総会において選任する。

2 理事は、互選により、理事長、日1腱摯軒長を目壬する。

3 役員のうちには、それぞれの役員について、その配偶者若しくは三親等以内の親族が1人を超えて

含まれ、又は、当該役員並びにその配偶者及び三親等以内の親族が役員の総数の3分の 1を超え

て含まれることになってはならない。

4 法第20条各号のいずれかに該当する者は、この法人の役員になることができない。

5 監事は、理事又は本会の職員を兼ねてはならない。

は 初

第 15条 理事長は、この法人を代表し、その業務を総理する。

ｎ
●



2冨1理事長は、理事長を補佐し、理事長に事故があるとき又は理事長が欠けたときは、理事長があら

かじめ指名し測1贋序によって、その職務を代行する。

3理 事は、理事会を構成し、定款及峠 の議決に基づき、この法人の業務を執行する。

4 監事は、次に掲げる業務を行う。

(1)理事の業務執行の状況を監査すること。

(2)この法人の財産の状況を監査すること。

(3)前 2号の規定による監査の結果、この法人の業務又は財産に関し不正の行為又は法令若し

くは定款に違反する重大な事実があることを発見した場合には、これを総会又は所轄庁に報

告すること。

(4)前号の報告をするために必要がある場合には、総会を招集すること。

(5)理事の業務執行の状況又はこの法人の財産の状況について、理事に意見を述べること。

(1他朗等)

第 16条 役員の任期は2年とする。ただし、再任を妨げない。

2 補欠のため、又は増員により就任した役員の任期は、それぞれの前任者又は現任者の残存期間とす

る。

3 1役員は、辞任又は任期終了後においても、イ獅|■者が就任するまでは、その職務を行わなければなら

ない。

吹員補D

第 17条 理事又は監事のうち、その定数の3分の 1を超える者が欠けたときは、遅滞なくこれを補充しな

けれまならない。

僻 0

第 18条 役員が次の各号の一に該当するときは、総会において3分の2以上の議決に基づいて解任すること

ができる。

(1)心身の故障のため、職務の執行に耐えないと認められるとき。

(2)職務上の義務違反その他役員としてふさわしくない行為があったと認められるとき。

2前項の規定により役員を解任しようとする場合は、議決の前に当該役員に弁明の機会を与えなけれ

ばならない。

(1日牌 )

第 19条 役員は、その総数の3分の1以下の範囲内で報酬を受けることができる。

2 役員には、その職務を執行するために要した費用を弁償することができる。

3 前2項に関し必要な事項は、総会の決議を経て、理事長が別に定める。

4



第4章    会  議

G菫 男り

第20条 この法人の会議は、総会及び理事会の2種とする。

2 総会は、通常総会及ひ臨時総会とする。

α会
.の
開お

第21条 総会は、正会員をもって構成する。

“

会の開い

第22条 総会は、以下の事項について議決する。

(1)定款の変更

(2)解散及び創井

(3)事業計画及び収支予算並びにその変更

(4)事業報告及び収支決算

(5)役員の選任又は解任、職務及び報酬

(6)会費の額

(7)借入金 (その事業年度内の収入をもって償還する短期借入金を除く。第48条において同じ。)

その他新たな義務の負担及0籠メ11の放棄

(8)事務局の組織及び運営

(9)その他運営に関する重要事項

儲会の開閻

第23条 通常総会は、毎年1回開催する。

2 臨時総会は、次に掲げる場合に開催する。

(1)理事会が必要と認め、招集の請求をしたとき。

(2)正会員総数の5分の1以_bヽら会議の目的を記載した書面により招集の請求があったとき。

(3)監事が第 15条第4項第4号の規定に基づいて招集するとき。

“

鶴キの燿鶴D

第24条 総会は、前条第2項第3号の場合を除いて、理事長が招集する。

2 :哩事長は、前条第2項第1号及び第2号の規定による請求あったときは、その日から30日以内に

臨時総会を招集しなければならなし、

3 総会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及ひ審議事項を記載した書面をもって、少なくと

も開催日の5日前までに通知しなければならない。

輛会の議D

第25条 総会の議長は、その総会に出席した正会員の中から選出する。

“

陰の定刷脚

″
０



第26条1総会は、正会員総数の3分の1以上の出席がなけれま開会することができない。

中匿ン凝自0

第27条 総会における議決事項は、第24条第3項の規定によつてあらかじめ通知した事項とする。ただし

出席者の中から緊急動議が提案された場合は、この動議について討議・議決できる。

2 総会の議事は、この定款に規定するもののほか、議事は出席した正会員の過半数をもって決し、可

否同数のときは、議長の決するところによる。

備晨会でα滅翻じ響詢

第28条 各正会員の表決権は平等なものとする。

2 やむを得ない理由により総会に出席できない正会員は、あらかじめ通知された事項について、書面

をもって表決し、又は他の正会員を代理人として表決を委任することができる。

3 前項の規定により表決した正会員は、前2条の規定の適用については出席したものとみなす。

4 総会の議決について、牛拐 |」の利害関係を有する正会員は、その議事の議決に力日わることができない。

“

蜂や0善剌ゆ

第29条‐総会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければならない。

(1)日時1及び場所

(2)正会員総数及び出席者数 (書面表決者又は表決委任者がある場合にあつては、その数を付記

すること。)

(3)審議事項

(4)属場票卜′)著塁i□σ)欄モ]1.及モが書畠らヽ
`D糸
吉果

(5)議事録署名人の選任に関する事項

2議事録には、議長及び総会において選f壬された議事録署名人2名以上が、記名押印又は署名しなけ

ればならない。

僣

"会
の桶の

第30条 理事会は、理事をもって構成する。

僣事会の0詢

第31条 理事会は、この定款に別に定める事項のほか、次の事項を議決する。

(1)総会に付議すべき事項

(2)総会の議決した事項の執行に関する事項

(3)その他総会の議決を要しない業務の執行に関する事項

僣呻会の目開D

第32条 理事会は、次に掲げる場合に開催する。

(1)理事長が必要と認めたとき。

(2)理事総数の3分の1以上から理事会の目的である事項を記載した書面により招集の請求があ

´
０



ったとき。

僣事会の招鵜

第33条 理事会は、I里膏1昆が`招集:する。

2理事長は、前条第2号の場合には、その日から30日以内に理事会を招集しなけれまならない。
3 理事会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載した書面をもって、少なく

とも開催日の5日前までに通知しなけれぎならない。

C聾

“

会α雇田D

第34条 理事会の議長は、理事長がこれにあたる。

C中会の議関

第35条1理事会における議決事項は、第33条第3項の規定によってあらかじめ通知した事項とする。

2 理事会の議事は、理事総数の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。

C理膿会の議∪い鮮→

第36条 各理事の表決権は平等なものとする。

2 やむをえない理由により理事会に出席できない理事は、あらかじめ通知された事項について、書面

をもって表決することができる。

3 前項の規定により表決した理事は、前条及び次条第 1項の適用については理事会に出席したものと

みなす。

4 理事会の議決について、特別の利害関係を有する理事は、その議事の議決に加わることができない。

C口膿針の謝目

“

つ

第37条 総会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければならない。

(1)日 時及び 場所

(2)理事総数、出席者数及び出席者氏名 (書面表決者にあっては、その旨を付記すること。)

(3)審議事項

(4)議事の経過の概要及び議決の結果

(5)議事録署名人の選任に関する事項

2議事録には、議長及び総会において選にされた議事録署名人2名以上が、記名押印又は署名しなけ

ればならない。

第5章   資  産

儒 0

第38条 この法人の資産は、次の各号に掲げるものをもって構成する。

７
，



(1)設立当初の財産目録に記載された財産

(2)会費

(3)寄付金品

(4)財産から生じる収入

(5)事業に伴う収入

(6)そのr也の収入

鱈 コ

第39条 この法人の資産は、理事長が管理し、その方法は、総会の議決を経て、理事長が別に定める。

第6章   会  計

(会1"011(,:,1)

第40条 この法人の会計億.法第27条各,こ掲げ悧 に従つて行わなければならな1、

:゙!!II`分)

第41彙 この法人の会計ヽ 次のとおりとする。

(1),与定ブ1彗千1,舌動に係る事業会計

(い

"HIJり第42条 この法人の事業年由ム 毎年4月 1日に始まり.コ■3月 31日に終わる。

い幡旧凛月

"第48条 この法人の事乗針面及びこれこ伴う収支予蜂は.毎事業年度ごとに理事長う舒厳tu総会
“

鋏を

経なけれまならな1、

"定
予

"■44桑 前条の規定に力■やらりヽ やむを得ない理由により予算が,述としないときは.理事長は.理事会の

謝映を経て.予算装ヽ との日まで声;事業午産の予算に,じ収入支出すること力気
=る
。

2 前項の収入実出は.新たに成立した予算の収入支出とみをす。

●哺口D
■45桑 予算超過又は予算外の支出に充てるため.予算中に予鮨費を餃けることができる.
2 子情贅を健用するとき|ま 理事会′珀巨央を経なければならなVヽ

0弊の差口晨:び更コ:,

■46彙 予算成立後にやむを得ない事●力霜生したときは.総会樺 て.啜定予算の追加又は更正を

することができる.

0日贈:薫漱い
第47条 このと人の事業報告i財菫目彙 側が椰崚及Ⅲ又蟷″口時決算に関するヨロム 毎事業年度

０
０



終了後、速やかに、理事長が作成し、監事の監査受け、総会の議決を経なければならない。

2決算上剰余金を生じたときは、次事業年度に繰り越すものとする。

"機
の間D

第48条1 予算をもって定めるもののほか、借入金の借入れその他新たな義務の負担をし、又は権利の放棄を

しようとするときは、総会の議決を経なければならない。

第7章   定款の変更、解散及び合併

錠款の変Ю

第49条 この法人が定款を変更しようとするときは、総会に出席した正会員の4分の3以上の多数による議

決を経、かつ、法第25条第3項に規定する軽微な事項を除いて所轄庁の認証を得なければならな

しヽ

解 詢

第50条 この法人は、次に掲げる事由により解散する。

(1)総会の決議

(2)目的とする特定非営利活動に係る事業の成功の不能

(3)正会員の欠亡

(4)合イ井

(5)破産

(6)所轄庁による成立の認証の取消し

2 前項第1号の事由によりこの法人が解散するときは、正会員総数の4分の3以上の承諾を得なけれ

ばならない。

3 1第 1項第2号の事由により解散するときは、所轄庁の認定を得なけオúまならない。

(清算人α増醐0

第51条 この法人が解散したときは、理事が清算人となる。ただし、合併の場合による解散を除く。

崚 叙櫨 の帰D

第52条 この法人が解散 (合併又は破産による解散を除く。)したときに残存する財産は、法第 11条 3項

に掲げる者のうちから、総会によつて選定された者に譲渡する。

倫

"
第53条 この法人が合併しようとするときは、総会において正会員総数の4分 3以上の議決を経、かつ、所

轄庁の認肛を得なければならない。

Ｏ
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第8章   公告の方法

(公告の|力い

第54条 この法人の公告は、この法人の掲示場に掲示するとともに、官報に掲載して行う。

第9章   1事務局

"務
局の設D

第55条 この法人に、この法人の事務を処理するため、事務局を設置する。

2 事務局には、事務局長及び必要な職員を置く。

●隕の仙勉

第56条 事務局長及硼哉員の任免は、理事長が行う。

2 理事は事務局長もしくは職員と兼職できる。

0田範陶
"田
り

第57条 事務局の組織及び運営に関し必要な事項は、総会の議決を経て、理事長が別に定める。

銘誉会長等の関D

第58条| この法人には、役員のほか名誉会長およ酬 を置くことができる。

2 名誉会長、顧間の選任は理事会において理事の推薦を受け、理事長が選任する。

3 名誉会長、顧間は理事長の諮問を受けて意見を述べることができる。

第10章   雑  則

御 m

第59条 この定款の施行について必要な細則は、理事会の議決を経て、理事長がこれを定める。

附則

1 この定款は、この法人の成立の日から施行する。

2 この法人の設立当初の役員は、別表のとおりとする。

3 この法人の設立当初の役員の任期は、第 16条第 1項の規定にかかわらず、この法人

の成立の日から、平成 14年 6月 30日 までとする。

4 この法人の設立当初の事業年度|よ 第42条の規定に力功 わヽらず、この法人の成立の日

10



から、平成 14年 3月 31日までとする。

5 この法人の設立当初の事業計画及び収支予算は、第43条の規定にかかわらず、設立総

会の定めるところによる。

6 この法人の設立当初の会費は、第8条の規定に力功わヽらず、次に掲げる額とする。

年会費 正会員  3,000円

賛助会員 個人一日 1,000円

団体一日 10,000円

11



男:務長

設立当初の役員

役名
(フリガナ)

氏  名

理事長
スス
゛
キ ヒトシ

鈴木 仁

副腱諄 長
お′グチ

山口

シ
゛
ロウ
ニ郎

理事
ハシモト ヒロユキ
橋本 弘幸

理事
助イヤ マ

'シ向山 将志

理事
イシイ

石井

エミコ

編ヨR夢el子

理事
ヒシダ

菱田

シ ン シ

゛

晋司

監事
タナベ

田辺

ヒロコ

弘子
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